
1	 目的
保育士，幼稚園教諭，保育教諭は幼児教育や保育を行う

点については共通だが，歴史的背景や考え方の違い等によ
り研修は別々に行われてきた。それぞれの内容は独自に行
われており，共通点や相違点の整理がなされていない。
平岩（2009）は，認定こども園における保育士・幼稚園

教諭の専門性の向上と「研修」の課題として，「乳児保育」
「障がい児保育」「社会福祉」「児童福祉」の必要性を挙げ
ており，さらに，行政の協力が重要と述べている⑴。
また，奥泉ら（2013）は，保育者にとって役立つ研修内

容や，保育改善に必要な実践等のあり方を意識調査から検
討しており，園内での経験や園内研修では得にくい知識を
園外研修という外部で得る機会にする必要性，参加型の研
修が肯定的なフィードバックにつながること，保育士・幼
稚園教諭合同研修会が他者との協働的な学習を促すことを
指摘している⑵。
しかし，保育士，幼稚園教諭，保育教諭に関する研修の

内容の比較は行っておらず，その課題は必ずしも明らかに
なっていない。
そこで，本研究では，3者の法定研修及び処遇改善に関

わる研修の内容を整理して比較・考察し，その課題を明確
にすることを目的とする。

2	 方法
幼稚園教諭及び保育教諭に求められる法定研修（初任者

研修，中堅教諭等資質向上研修，免許状更新講習）に加
え，保育士・幼稚園教諭・保育教諭の処遇改善に関わる研
修の内容を比較・考察する。

3	 結果及び考察
3−1	 保育士を対象とした研修の位置付け
児童福祉施設の職員における研修について，児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準において以下のように位置
付けられている⑶。

（児童福祉施設の職員の知識及び技能の向上等）
第7条の2　児童福祉施設の職員は，常に自己研鑽さ
んに励み，法に定めるそれぞれの施設の目的を達成す
るために必要な知識及び技能の修得，維持及び向上に
努めなければならない。
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背景や考え方の違い等により研修は別々に行われてきた。それぞれの内容は独自に行われ
ており，共通点や相違点の整理がなされていない。本研究では，3者の研修内容等を整理
し，その課題を明確にすることを目的としている。
具体的には，法定研修（初任者研修，中堅教諭等資質向上研修，免許状更新講習），処

遇改善に関わる研修の内容を比較し考察した。その結果，公立と私立の違い，正規職員と
非正規職員の違い，資格・免許の違いによる課題があることが明らかになった。この課題
を認識した上で，保育者（保育士，幼稚園教諭，保育教諭の総称）の研修体系構築を進め
ていく必要性があると言えよう。
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2　児童福祉施設は，職員に対し，その資質の向上の
ための研修の機会を確保しなければならない。

児童福祉施設の職員は様々であるが，本研究では幼稚園
教諭及び保育教諭と研修内容の比較を行うことを目的とし
ているため，保育所で働く保育士（以下保育士）を対象と
した研修に絞り考察する。
保育士の研修について，保育所保育指針において以下の

ように述べられている ⑷。

（第5章職員の資質向上）
第1章から前章までに示された事項を踏まえ，保育所
は，質の高い保育を展開するため，絶えず，一人一人
の職員についての資質向上及び職員全体の専門性の向
上を図るよう努めなければならない。
1　職員の資質向上に関する基本的事項⑴ 保育所職
員に求められる専門性
子どもの最善の利益を考慮し，人権に配慮した保育を
行うためには，職員一人一人の倫理観，人間性並びに
保育所職員としての職務及び責任の理解と自覚が基盤
となる。各職員は，自己評価に基づく課題等を踏ま
え，保育所内外の研修等を通じて，保育士・看護師・
調理員・栄養士等，それぞれの職務内容に応じた専門
性を高めるため，必要な知識及び技術の修得，維持及
び向上に努めなければならない。

このように，質の高い保育のために研修が位置付いている。

3−2	 幼稚園教諭を対象とした研修の位置付け
幼稚園教諭の職務について，教育基本法に，以下のよう

に規定されている⑸。

第九条　法律に定める学校の教員は，自己の崇高な使
命を深く自覚し，絶えず研究と修養に励み，その職責
の遂行に努めなければならない。
2　前項の教員については，その使命と職責の重要性
にかんがみ，その身分は尊重され，待遇の適正が期せ
られるとともに，養成と研修の充実が図られなければ
ならない。

さらに，教育公務員特例法により，以下のように規定
されている⑹。尚，教育公務員とは，「地方公務員のうち，
学校〜中略〜の学長，校長（園長を含む。以下同じ。），教
員及び部局長並びに教育委員会の専門的教育職員」のこと
である⑺。

第四章　研修
（研修）

第二十一条　教育公務員は，その職責を遂行するため
に，絶えず研究と修養に努めなければならない。
2　教育公務員の任命権者は，教育公務員（公立の小
学校等の校長及び教員（臨時的に任用された者その他
の政令で定める者を除く。以下この章において同じ。）
を除く。）の研修について，それに要する施設，研修
を奨励するための方途その他研修に関する計画を樹立
し，その実施に努めなければならない。
（研修の機会）
第二十二条　教育公務員には，研修を受ける機会が与
えられなければならない。
2　教員は，授業に支障のない限り，本属長の承認を
受けて，勤務場所を離れて研修を行うことができる。
3　教育公務員は，任命権者の定めるところにより，
現職のままで，長期にわたる研修を受けることができ
る。

幼稚園教諭も，その職責の遂行のため，研修に努める重
要性が位置付いている。

3−3	 保育教諭を対象とした研修の位置付け
保育教諭は，幼稚園教諭の普通免許状を有し保育士資格

の登録を受け，幼保連携型認定こども園に勤務する者であ
る⑻。幼保連携型認定こども園は学校教育と保育を一体的
に提供する施設である。児童福祉法第7条に定める児童福
祉施設であり⑼，教育基本法第6条に基づく「法律に定め
る学校」でもある⑽。
また，公立の幼保連携型認定こども園に勤務する「保育

教諭」は，教育公務員特例法第2条に規定する教育公務員
としての取り扱いとなる⑾。
以上のことから，保育教諭にとって研修は，児童福祉施

設の職員としても教員としても大きな位置付けがなされて
いる。

3−4	 研修の比較
保育士，幼稚園教諭，保育教諭全てに研修は重要な位置

付けがなされていることが明らかになった。しかし，3者
を比較したときに，受講する研修にはどのような差が出て
くるのであろうか。ここでは，法定研修と処遇改善に関わ
る研修を比較して考えてみたい。

（1）	法定研修の違い
保育士は，法定研修が特に設けられていないため，研修

を受けずとも保育士資格を失うことは無い。
幼稚園教諭及び保育教諭は，キャリアステージに応じた

研修として，教育公務員であれば教育公務員特例法により
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以下のように初任者研修と中堅教諭等資質向上研修が必須
であるが，私立の教員であれば任意となる⑿。

（初任者研修）
第二十三条　公立の小学校等の教諭等の任命権者は，
当該教諭等（臨時的に任用された者その他の政令で定
める者を除く。）に対して，その採用（現に教諭等の
職以外の職に任命されている者を教諭等の職に任命す
る場合を含む。附則第五条第一項において同じ。）の
日から一年間の教諭又は保育教諭の職務の遂行に必要
な事項に関する実践的な研修（以下「初任者研修」と
いう。）を実施しなければならない。
（中堅教諭等資質向上研修）
第二十四条　公立の小学校等の教諭等（臨時的に任用
された者その他の政令で定める者を除く。以下この項
において同じ。）の任命権者は，当該教諭等に対して，
個々の能力，適性等に応じて，公立の小学校等におけ
る教育に関し相当の経験を有し，その教育活動その他
の学校運営の円滑かつ効果的な実施において中核的な
役割を果たすことが期待される中堅教諭等としての職
務を遂行する上で必要とされる資質の向上を図るため
に必要な事項に関する研修（以下「中堅教諭等資質向
上研修」という。）を実施しなければならない。

①初任者研修の内容
文部科学省は，初任者研修の内容として，校内研修を週

10時間以上，年間300時間以上としている。研修例として，
教員に必要な素養等に関する指導，初任者の授業を観察し
ての指導，授業を初任者に見せて指導を挙げている。さら
に，校外研修を年間25日以上としており，研修例として，
教育センター等での講義・演習，企業・福祉施設等での体
験，社会奉仕体験や自然体験に関わる研修，青少年教育施
設等での宿泊研修を挙げている⒀。
その一方で，中央教育審議会答申「これからの学校教育

を担う教員の資質能力の向上について〜学び合い，高め合
う教員育成コミュニティの構築に向けて〜」を受け⒁，文
部科学省は，校内研修の実施時間及び校外研修の実施日数
の弾力的設定や教職大学院修了者等に対する個別的対応に
ついて通知を出している⒂。
さらに，幼稚園教諭及び保育教諭の初任者研修について

は教育公務員特例法に附則がついており，初任者研修に
類する別の研修の必要性を述べている⒃。従って任命権者
が指標を定め教員研修計画を立てることとなるが，ここで
は，例として，文部科学省が出した「幼稚園新規採用教員
研修資料：新しい先生とともに」の中で示した参考資料「幼
稚園等新規採用教員研修に関する文部省モデル（抄）」の
内容の概略を下記に示す⒄。

①園外研修
教育センター等において，講義，演習等による研修を
実施するとともに，宿泊研修を行う。
研修日数：年間10日間（うち宿泊研修4泊5日程度）
対 象 者：公立及び私立の幼稚園等の新任教員
②園内研修
園内において，研修指導員による指導及び助言による
研修を実施する。
研修日数：年間10日間
対 象 者：公立の幼稚園等の新任教員
<研修項目例>
「基礎的素養」「学級経営」「教育課程（指導計画）」「幼
児理解」

②中堅教諭等資質向上研修の内容
中堅教諭等資質向上研修の内容は，教育公務員特例法

第24条の2項により，「任命権者は，中堅教諭等資質向上
研修を実施するに当たり，中堅教諭等資質向上研修を受け
る者の能力，適性等について評価を行い，その結果に基づ
き，当該者ごとに中堅教諭等資質向上研修に関する計画
書を作成しなければならない。」⒅となっている。このこと
から，任命権者が教員研修計画を定め行うことが基本と
なる。
中堅教諭等資質向上研修は，中央教育審議会答申「これ

からの学校教育を担う教員の資質能力の向上について〜学
び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて
〜」の中で，教員免許更新制の意義や位置付けを踏まえつ
つ，10年経験者研修を10年が経過した時点で受講すべき研
修から，学校内でミドルリーダーとなるべき人材を育成す
べき研修に転換し，それぞれの地域の実情に応じ任命権者
が定める年数に達した後に受講できるよう実施時期を弾力
化する改革が示され⒆，新たに設けられたものである。
一方，幼稚園教諭及び保育教諭の中堅教諭等資質向上研

修については教育公務員特例法に附則がついており，中堅
教諭等資質向上研修に類する別の研修の必要性を述べてい
る⒇。
従って任命権者が指標に基づき教員研修計画を立てるこ

ととなるが，ここでは，例として中堅教諭等資質向上研修
の前身となる10年経験者研修として文部科学省が示した通
知に示されている概略を下記に示す�。

幼稚園教諭は「長期休業期間等における研修」と「課
業期間における研修」において10日間ずつが想定。

<幼稚園教諭の10年経験者研修のイメージ案（幼稚園）>
（1学期）

保育者の研修体系構築に関する一考察 41

− 41 −



・	能力・適性等の評価・研修計画書の作成
（夏季・冬季休業期間中）
・	休業期間中における研修の実施（教育センター等
※10日程度）
「共通研修1日」
「保育専門研修4〜6日」
「選択研修3〜5日」

（2，3学期）
・	課業期間中における研修の実施（主として園内※10
日程度）
「研究保育」
「課題研究」
（年度末）
・	研修成果の評価

③免許状更新講習の内容
幼稚園教諭及び保育教諭は，教育職員免許法第5条にお

いて，教員の職務の遂行に必要なものとして文部科学省令
で定める事項に関する最新の知識技能を修得させるための
「免許状更新講習」を10年ごとに受けることが定められて
いる�。
免許状更新講習の内容は，以下の通りである�。

<必修領域（6時間以上）>
イ　国の教育政策や世界の教育の動向，ロ　教員とし
ての子ども観，教育観等についての省察，ハ　子ども
の発達に関する脳科学，心理学等における最新の知見
（特別支援教育に関するものを含む。），ニ　子どもの
生活の変化を踏まえた課題。
<選択必修領域（6時間以上）>
イ　学校を巡る近年の状況の変化，ロ　学習指導要領
の改訂の動向等，ハ　法令改正及び国の審議会の状況
等，ニ　様々な問題に対する組織的対応の必要性，ホ　
学校における危機管理上の課題，へ　免許法施行規則
第二条第一項の表備考第五号に規定するカリキュラ
ム・マネジメント，ト　 育成を目指す資質及び能力
を育むための主体的・対話的で深い学びの実現に向け
た授業改善，チ　教育相談（いじめ及び不登校への対
応を含む。），リ　進路指導及びキャリア教育，ヌ　学
校，家庭及び地域の連携及び協働，ル　道徳教育，ヲ　
英語教育，ワ　国際理解及び異文化理解教育，カ　教
育の情報化（情報通信技術を利用した指導及び情報教
育（情報モラルを含む。）等），ヨ　その他文部科学大
臣が必要と認める内容。
<選択領域（18時間以上）>

幼児，児童又は生徒に対する教科指導及び生徒指導上
の課題。

必修領域とは，全ての受講者が受講する領域をいい，選
択必修領域とは，受講者が所有する免許状の種類，勤務す
る学校の種類又は教育職員としての経験に応じ，選択して
受講する領域をいい，選択領域とは，受講者が任意に選択
して受講する領域をいう。

（2）	処遇改善に関わる研修の違い
施設型給付費等に係る処遇改善等加算の対象施設・事業

所は，都道府県又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）
以外の者が運営する特定教育・保育施設（都道府県又は市
町村以外の者が設置するものに限る。）及び特定地域型保
育事業所の全てとなっており，公立は含まれない�。
また，研修が処遇改善等加算の要件になる予定の処遇改

善等加算Ⅱの対象となる職員は，以下の通りである�。
副主任保育士等（副主任保育士若しくは専門リーダー

（保育所，地域型保育事業所及び認定こども園）若しくは
中核リーダー（幼稚園及び認定こども園））又はこれらに
相当する職位の発令や職務命令を受けており，概ね7年以
上の経験年数を有するとともに，別に定める研修を修了し
ていること。
職務分野別リーダー等（職務分野別リーダー（保育所，

地域型保育事業所及び認定こども園）若しくは若手リーダ
ー（幼稚園及び認定こども園））又はこれらに相当する職
位の発令や職務命令を受けており，概ね3年以上の経験年
数を有するとともに，「乳児保育」「幼児教育」「障害児保育」
「食育・アレルギー」「保健衛生・安全対策」「保護者支援・
子育て支援」のいずれかの分野（若手リーダー又はこれに
相当する職位については，これに準ずる分野や園運営に関
する連絡調整等）を担当するとともに，別に定める研修を
修了していること。
処遇改善に関わる研修要件は，2021年度までの間は適用

を猶予されており，2022年度を目途に，職員の研修の受講
状況等を踏まえて必須化を目指すとされている。
2021年1月現在，新たな研修受講要件は示されていな

いため，旧通知�に係る「別に定める研修」に関する内容
を�示すと以下のようになる。
保育所及び地域型保育事業所対象の処遇改善に関わる研

修については，「保育士等キャリアアップ研修ガイドライ
ン」�に準ずるものである。

ア　専門分野別研修
①乳児保育，②幼児教育，③障害児保育，④食育・ア
レルギー対応，⑤保健衛生・安全対策，⑥保護者支援・

〈金沢星稜大学　人間科学研究　第 14 巻　第 2 号　令和 3 年 3 月〉42

− 42 −



子育て支援の6分野とし，それぞれの研修内容につい
ては，ガイドラインの別添1「分野別リーダー研修の
内容」において，対応する分野毎に定める「ねらい」
及び「内容」を満たすもの。研修時間は各分野15時間
以上。
イ　マネジメント研修
ガイドラインの別添1「分野別リーダー研修の内容」
において定めるマネジメント分野の「ねらい」及び「内
容」を満たすものとし，研修時間は15時間以上。

また，幼稚園教諭免許所持者に対する免許状更新講習の
うち，都道府県が専門分野別研修の各研修分野として適当
と認める研修を修了し，複数組み合わせて1つの分野の修
了時間が計15時間以上に達した場合には，当該研修分野に
係る専門分野別研修を修了したとみなすことができる。�。
一方，幼稚園対象の処遇改善に関わる研修については，

以下の通りである�。

都道府県又は市町村（教育委員会を含む。），幼稚園関
係団体のうち加算認定自治体が適当と認める者，大学
等（大学，大学共同利用機関，指定教員養成機関，そ
の他免許状更新講習・免許法認定講習開設者），その
他加算認定自治体が適当と認める者が実施主体となり
実施する研修であって，幼稚園教育要領等を踏まえて
教育の質を高めるための知識・技能の向上を目的とし
たものとする。なお，加算認定自治体が個別の研修に
ついてあらかじめ認定を行うことは不要である。ま
た，中核リーダーについては，マネジメント分野に係
る研修（カリキュラム・マネジメント，組織マネジメ
ント，他機関との連携，リーダーシップ，人材育成・
研修，働きやすい環境作りなど，園の円滑な運営，教
育・保育の質を高めるために必要なマネジメント及び
リーダーシップの能力を身につけるために必要な研修
をいう）を受講する。

認定こども園対象の処遇改善に関わる研修については，
実施主体に認定こども園関係団体・保育関係団体・指定保
育士養成施設が入り，幼保連携型認定こども園教育・保育
要領や保育所保育指針を踏まえて教育及び保育の質を高め
ることが追加される以外は概ね幼稚園教諭と同様である。
また，前述した「保育士等キャリアアップ研修ガイドライ
ン」に示された保育士等キャリアアップ研修は研修要件を
満たすものとして取り扱うこととなっている�。

4	 総合考察
保育士，幼稚園教諭，保育教諭を対象とした研修を比較

した結果，以下のような特徴が明らかになった。

（1）	公私，正規・非正規の違い
幼稚園教諭及び保育教諭について，初任者研修及び中堅

教諭等資質向上研修が公務員には必須であるが私立職員に
は必須ではない。また，非正規職員には必須ではないため
正規職員と同様の研修は行われていない�。  
逆に，保育士等キャリアアップ研修について，対象は公

務員以外の正規職員となっている。このような現況を踏ま
え，できるだけ公私や正規・非正規に関係無く同様の研修
への参加機会の保障が望まれる。
一方，免許状更新講習については，公私の区別や正規職

員，非正規職員の区別無く，現役職員の幼稚園教諭及び保
育教諭であれば受講が義務づけられており，認定こども園
化を見越して保育士も受講することが可能であり，同様の
内容の研修を受ける共通の機会があると言えよう。

（2）	資格・免許の違いによる課題
①幼稚園教諭の研修の課題
幼稚園教諭は，キャリアステージに応じた研修としての

初任者研修及び中堅教諭等資質向上研修を受ける機会があ
る（公務員は必須）。さらに，最新の知識技能を得ること
を目的とした免許状更新講習を10年ごとに受講することが
必須である。しかし，元々学校教育を前提とした教育体系
の研修であるため，平岩（2009）が指摘する通り�，「障
がい児保育」「社会福祉」「児童福祉」等の福祉体系の研修
内容を意識して組み込む必要性があると考える。さらに，
幼稚園が認定こども園化するときには，3歳未満児の保育
が必要となるため「乳児保育」の研修内容を受講すること
が求められると言えよう。

②保育士の研修の課題
保育士は，法定研修が無いことが大きな課題となる。キ

ャリアステージに応じた研修としては，専門分野に関して
リーダー的な役割を担う者（当該役割を担うことが見込ま
れる者を含む。）に対して保育士等キャリアアップ研修が
設けられているが，初任者研修に類する研修が位置付いて
いない。さらに，定期的に最新の知識技能を得るための免
許状更新講習に類する研修の機会を積極的に設けることも
課題として挙げられる。

③保育教諭の研修の課題
保育教諭に必須とされる初任者研修及び中堅教諭等資質

向上研修によって学教教育の教育体系に基づいた研修は保
障されると考えられるが，キャリアステージに応じた福祉
体系に基づく研修を受ける機会とは必ずしもならないこと
が課題である。保育士等キャリアアップ研修を受講するこ
とで福祉体系の研修を受ける機会となる可能性があるが，
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専門分野に関してリーダー的な役割を担う者（当該役割を
担うことが見込まれる者を含む。）が対象であるため，初
任者が福祉体系の知識を得る機会の保障を別途行う必要が
あると考える。
また，保育士等キャリアアップ研修は一度受講して当該

分野を認定されると生涯有効である。従って教育体系の研
修である免許状更新講習だけを受講しても福祉体系に基づ
いた最新の知識技能を定期的に得る機会とならない。
さらに，保育士等キャリアアップ研修の内容では，保育

所保育指針を扱うこととなっている�。
そのため，幼保連携型認定こども園教育・保育要領第1

章第3「幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事
項」に記載されている内容�等を基に，保護者の生活形態
を反映した園児の在園時間の長短や入園時期や登園日数の

違い，一日の生活リズムの違いへの配慮や工夫，地域の子
育て支援等，保育教諭特有の研修内容を盛り込んだ別途の
研修機会を設ける必要がある。

（3）	今後の課題
本研究では，保育士，幼稚園教諭，保育教諭の法定研修

及び処遇改善に関わる研修の内容を比較・考察し，ある程
度課題を整理できたと考える。この課題を認識した上で，
保育者（保育士，幼稚園教諭，保育教諭の総称）の研修体
系構築を進めていく必要性があると言えよう。
しかし，本研究では，法定研修以外の研修や関係団体が

実施する研修については検討ができなかったため，今後の
課題としたい。
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